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１．福岡市のマンションの状況 
居住世帯あり住宅  671,500戸 
    うち、共同住宅  507,100戸 

持ち家 111,700戸        持ち家   111,700戸
         借  家    365,800戸 
         不   明     29,600戸      
 居住世帯あり住宅のうち、 
 共同住宅は、75.5%      

           （全国：41.7％） 
○福岡市の住宅事情（平成20年「住宅・土地統計調査」) 

所有関係 建て方別
H20 H15 差引 

戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 増加率

・居住世帯のある住宅のうち自己所有のマンションは、111,700戸で、全体の16.6％を占める。 

建
戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 増加率

持ち家 一戸建 133,800 19.9% 133,700 21.6% 100 0.1% 

  長屋建 2,200 0.3% 2,300 0.4% -100 -4.3% 

共同住宅 111 700 16 6% 99 200 16 0% 12 500 12 6% 自己所有の

居
住
世

共同住宅 111,700 16.6% 99,200 16.0% 12,500 12.6% 
  その他 1,000 0.1% 1,200 0.2% -200 -16.7% 

  計 248,700 37.0% 236,500 38.2% 12,200 5.2% 

借家 一戸建 16,400 2.4% 18,600 3.0% -2,200 -11.8%

自己所有の 
マンション 

世
帯
あ
り 

借家 戸建 6,400 2.4% 8,600 3.0% 2,200 .8%

  長屋建 4,200 0.6% 4,700 0.8% -500 -10.6% 

  共同住宅 365,800 54.5% 339,700 54.8% 26,100 7.7% 

  その他 400 0.1% 500 0.1% -100 -20.0% 

  計 386,800 57.6% 363,500 58.6% 23,300 6.4% 

その他 36,000 5.4% 19,900 3.2% 16,100 80.9% 

計 671,500 100.0% 619,900 100.0% 51,600 8.3% 

居住世帯なし
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居住世帯なし 125,600 － 83,400 － 42,200 50.6%

計 797,000 － 703,300 － 93,700 13.3% 



１．福岡市のマンションの状況 
○老朽化等の状況 （福岡市建築着工統計) 

 これまでに着工されたマンション（賃貸化されたものも含む）は、約4,700棟、
約183 000戸である

・S54(1979)年以前着工（築約30年経過）・・・ 約   750棟  約 27,000戸

・H21(2009)年度以前着工（着工累計）  ・・・ 約 4,700棟  約183,000戸 

約183,000戸である。

着 約 約 棟 約 , 戸

・S44(1969)年以前着工（築約40年経過）・・・ 約     20棟    約     470戸 

築約30年経過：約27,000戸

築約40年経過：約470戸 

着工累計 

年間着工 

参考 シ 供給 始まり
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※参考 マンション供給の始まり
 S31 住宅公団供給開始  （168戸 城南区）〈建替え済〉       S43 県公社供給開始  （  16戸 城南区） 

 S43 民間マンション第1号 （  36戸 早良区) 〈建替え済〉      S45 市公社供給開始  （  24戸 南 区  ） 



２．福岡市のマンション建替事例（１／４） 

○ライオンズガーデンシティ鳥飼 （城南区）  

＜等価交換方式による建替①＞ 

 ①昭和３１年８月に分譲された福岡市内初の分譲マンション 
 ②平成４年、管理組合に「建替検討委員会」を設置。 
 ③平成６年、全員の建替同意、建替事業者決定（Ｈ８交代）。 

④平成９年 入居者立退き完了 管理組合解散 着工 ④平成９年、入居者立退き完了、管理組合解散、着工。

建替え前 建替え後 

建物名称 日本住宅公団「鳥飼住宅」 ライオンズガーデンシティ鳥飼 

総戸数 

１６８戸 

法人所有１１９戸（２３法人） 

個人所有 ４９戸（ ４４名） 

２０１戸 

竣工 １９５７（昭和３２）年４月 １９９８（平成１０）年７月竣工 １９５７（昭和３２）年４月 １９９８（平成１０）年７月 

構造 RC造地上４階建７棟 SRC造地上９・１０階建３棟 

延床面積 
８，８１２．４４㎡ 

（使用容積率 ９０ ６４％）

２１，０６５．７８㎡ 
（使用容積率 １９０ ０７％）（使用容積率 ９０．６４％） （使用容積率 １９０．０７％） 

敷地面積 ９，７２２．０６㎡ ９，７１７．８１㎡（道路後退による縮小） 

専有面積 
４５㎡（１２０戸） 
５５㎡（ ４８戸） 

５３．８８～１２０．０１㎡ 
（平均７９．４７㎡） 
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２．福岡市のマンション建替事例（２／４） 

○日生西新コーポラス（早良区）

＜等価交換方式による建替②＞ 
○日生西新コ ポラス（早良区）
 

 ①昭和４３年に建設された福岡市内初の民間分譲マンション 

 ②築３０年を過ぎた頃から外壁全面改修工事の費用捻出の問題や配管・設備の劣化の問題などが生

じてきたため 区分所有者全員の合意で建替えに踏み切 たじてきたため、区分所有者全員の合意で建替えに踏み切った。

 ③公庫「都市居住再生融資・高齢者向け返済特例制度」（Ｈ１３．１０開始）利用全国第１号 

建替え前 建替え後 

建物名称 日生西新コーポラス コスモ西新コートフォルム 

総戸数 ３６戸（２棟：１０戸、２６戸） 
２３戸（１棟） 

（従前居住５戸 一般１８戸）（従前居住５戸、 般１８戸） 

竣工 １９６８（昭和４３）年４月 ２００３（平成１５）年８月 

構造 RC造地上５階 RC造地上６階 

延床面積
１，５５６㎡［登記簿］ ２，３１５．４６㎡

延床面積
（使用容積率１３２％） （使用容積率１５０％） 

敷地面積 １，２１７．９６㎡ 

専有面積 ４３．２４㎡（平均） ７６．８４㎡ （平均） 
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２．福岡市のマンション建替事例（３／４） 

○コスモ南公園（中央区）

＜マンション建替え円滑化法に基づく建替①＞ 
○コスモ南公園（中央区）
 

 ①昭和４４，４５年に建設された福岡県住宅供給公社初の分譲マンション 
 ②建替決議 Ｈ１６．６ 建替組合認可 Ｈ１６．９ 

③建替が円滑に進んだ理由 (http://www fukukan net/paper/061002/topic cosmo html) ③建替が円滑に進んだ理由 (http://www.fukukan.net/paper/061002/topic_cosmo.html)

  （１）管理組合・建替組合理事長の熱意とリーダーシップ 

  （２）従前の建物が１～２階を１戸で所有するメゾネットタイプで、エレベー 

    ターがなく広さが全戸均一で６０㎡と狭かったこと、電気容量が３０Ａで 

給排水管も老朽化していたこと 敷地が広く１８戸増床できたことなど    給排水管も老朽化していたこと、敷地が広く１８戸増床できたことなど。

建替え前 建替え後 

建物名称 小笹団地50号棟・51号棟 コスモ南公園 

総戸数 ３２戸（２棟 １６戸） ５０戸（１棟）総戸数 ３２戸（２棟×１６戸） ５０戸（１棟）

竣工 １９６９,７０（昭和４４､４５）年 ２００６（平成１８）年２月 

構造 RC造地上４階 RC造地上８階地下１階 

延床面積
２，０２７．８４㎡ ５，０３７．５４㎡

延床面積
２，０２７．８４㎡

（使用容積率８２％） 
５，０３７．５４㎡

（使用容積率１４９％） 

敷地面積 ２，４６２．６３㎡ ２，７８５．３１㎡ 
（隣接地を追加買収） 

６５ ８２～９４ ９２㎡
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専有面積 ６０．１１㎡（３ＤＫ） 
６５．８２～９４．９２㎡  

（３ＬＤＫ，４ＬＤＫ） 



２．福岡市のマンション建替事例（４／４） 

○プライムコート高宮（南区） 

＜マンション建替え円滑化法に基づく建替②＞ 

 

 ①昭和４５年に建設された福岡市住宅供給公社初の分譲マンション 
 ②建替決議 Ｈ１７．１２ 建替組合認可 Ｈ１８．４ 
 ③建替組合が分析する「成功の秘訣」 (下高宮マンション建替事業記念誌) 

       (1)事業は公開・透明・公平を心がけたこと 

       (2)賛成者・非賛成者は互いに尊重しあい、意見、要望を十分に聞く 

       (3)デベロッパーには早期に参加してもらい、専門知識と事業資金のノウハウを受ける 

       (4)中立的立場のコーディネーターの役割は重要場

       (5)組合員と事業協力者は相互理解と意思の疎通を図 る 

       (6)区分所有者の中にリーダーシップのある推進役が存在することは大切                                

建替え前 建替え後 

建物名称 下高宮住宅 プライムコート高宮 

総戸数 ４０戸（２棟×２０戸） 
９０戸（１棟） 

（従前３２戸、一般５８戸） 

竣工 １９７０（昭和４５）年９月 ２００８（平成２０）年３月竣工 １９７０（昭和４５）年９月 ２００８（平成２０）年３月 

構造 RC造地上５階 SRC造地上１０階 

延床面積 
２，４３６．１８㎡ 

（使用容積率６３．５％） 
１０，０６２．０１㎡ 

（使用容積率１９９．１％） 

6 

敷地面積 ３，８３６．７１㎡ ３，８４３．１４㎡ 

専有面積 ５２．９９～５４．６㎡（３Ｋ） ８２．３８㎡（平均） 



２．福岡市のマンション建替事例 

○建替え成功の要因 
 

    建替えを実施した分譲マンションは、いずれも昭和３０年代～４０年代に建設された階段室
型の４～５階建のもので、容積率に非常に余裕があり、建替後の保留床の確保が容易であ
り、また、立地条件が良いため、この保留床の売却が確実に見込めることから、各区分所有
者 と 条件 良 事業計画が策定 きたも ある者にとって条件の良い事業計画が策定できたものである。

    このような事業計画が成立することが、建替えに対する権利者の同意を得やすくし、実現に
至った要因となっている。 

     

（参考）建替え相談から見る問題点 
 

  ・建替えについて、自分の問題であると認識していない区分所有者が多い。 

  ・マンション内のコミュニティが形成されておらず、どのように合意形成を進めて良いかわから
ない。 

  ・高齢の区分所有者は、引っ越し等の煩わしさや個人が負担すべき費用を用意できない等の
理由で建替えに反対しており 合意形成が難しい理由で建替えに反対しており、合意形成が難しい。

  ・建替えの検討については、ある特定のリーダーやグループが主導して進めているが、進め
方が強引であるため合意したくない。 

・容積率に余裕がないため 保留床が確保できず 高額な自己負担が必要となる
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  ・容積率に余裕がないため、保留床が確保できず、高額な自己負担が必要となる。



３．マンションの管理上の課題 

  マンションの老朽化が進行しており、今後更に、適正なマン
ション管理が重要となるが、マンションの賃貸化や区分所有者の

が

・老朽化

高齢化が進んでいることから、マンションの管理運営を円滑に行
うことが難しくなっている。 

  老朽化  
 － 福岡市では、築約30年以上経過したマンションが、約750棟 約27,000戸  
    あり、今後、多くのマンションが大規模修繕や建替えの時期を迎える。 
 

・高齢化・高齢化 
 － 世帯主年齢60歳以上 全国：31.6%[H15]→39.4%[H20] 

   

  ・賃貸化 
賃貸 率 超 管 組合 全－ 賃貸化率20%超の管理組合 全国：18.6%[H20] 

 － 所有者が住まず賃貸が多い 福岡市：17.3%[H18] 

 ・全 国 ：平成20年度マンション総合調査(国土交通省) 
 ・福岡市：建築着工統計（～H21） 
         マンション入居者の地域活動に関する現況調査(H18) 

※老朽化が極端に進行する前に、計画的な大規模修繕をはじめとする適正な管理を
行うことにより 居住性や安全性を確保していく必要があるため まずは 管理の重
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行うことにより、居住性や安全性を確保していく必要があるため、まずは、管理の重
要性の啓発とともに、管理に対する相談体制を整えることが必要である。 



４．福岡市のマンション支援策 

○福岡市マンション管理支援機構 
 

目的 支援団体の連携により 広報 情報提供を効果的に実施する ・目的  支援団体の連携により、広報、情報提供を効果的に実施する。

 ・設立  平成16年4月1日 
 ・構成  福岡マンション管理組合連合会、マンション管理士団体、 
   (財)マンション管理センター、住宅金融支援機構 
       都市再生機構 など15団体 

・活動 ①「マンション管理の手引き」の執筆 編集 ・活動  ①「マンション管理の手引き」の執筆、編集

         ②「マンション管理基礎セミナー(年2回)」の企画 
         ③その他相談会等の企画 など  

※参考 構成団体からの意見 

  ・居住者の高齢化、建物の老朽化の「二つの老い」がマンションの課題である。 
役員のなり手不足→管理の空洞化→建物管理の放棄→建物の荒廃→住民の転出→悪循環   役員のなり手不足→管理の空洞化→建物管理の放棄→建物の荒廃→住民の転出→悪循環

  ・今後は、民間団体と行政が連携をして、積極的にマンション対策へ取り組む必要がある。 
   ＊行政は、マンションの居住者に対する教育・啓発を進め、居住者としての意識向上に努める。 
   ＊民間団体は、管理組合に対する相談や講習等を通じて、管理組合の機能や活動が活性化するよう
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民 機

     支援に努める。 



４．福岡市のマンション支援策 

○マンション管理相談（無料） 
 

 ・一般相談 月～金(住宅相談として建築士が対応) 
   相談内容(H21)：組合・理事会の管理運営(46件)、関係法令・管理規約(39件)、 

              水漏れ・騒音(34件）、修繕(26件)、管理会社・管理人（25件） など  
 

 ・特別相談 月２回（第１，３金曜：マンション管理士が対応、要予約） 
   相談内容(H21)：組合・理事会の管理運営（11件）、維持管理・水漏れ等（6件）、 
              大規模修繕（5件）、管理会社、管理人（5件） など大規模修繕（ 件）、管 会社、管 （ 件） な
 

 ・マンション管理士派遣 管理組合に対し派遣（３時間程度） 

    

 

○「マンション管理基礎セミナー」 の開催 
・年２回実施（H22年度は6月、10月）、 参加者：約２００名／回  年２回実施（H22年度は6月、10月）、 参加者：約２００名／回

  ・福岡市、福岡県、（財）マンション管理センター等との共催 

  ・相談会をあわせて実施（マンション管理士が対応） 
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４．福岡市のマンション支援策 
○マンション管理に関する情報誌発行 
 

・「マンション管理の手引き」(A4 86ページ 毎年発行)・「マンション管理の手引き」(A4,86ページ、毎年発行)

 ・「マンション管理の手引き～Q＆A集～」(A4,20ページ、 H21改定) 

 ・「共同住宅の住まい方ガイドブック」(A5,14ページ、H17発行) 
  

    福岡市ホームページからダウンロードできる。 

    HOME ＞ 生活情報 ＞住宅･建築 ＞福岡市住まいのインフォメーション＞ 住まいづくり情報誌   
     http://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-toshi/jigyochosei/life/soudan/18.html 
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 【参考】 建築紛争の予防と調整について 

○建築紛争に関する相談・調停等の状況 
  福岡市においては、比較的コンパクトな市街地において、土地の高度利用を進めることによ

り、都市機能を整備してきたことや、現在でも人口増が進んでいることなどから、分譲マンショ
ンをはじめとする共同住宅の建設・開発が活発であるため、共同住宅等を建設する際には、
周辺住民から苦情や相談が多く寄せられている状況である。 
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【参考】 建築紛争の予防と調整について【参考】 建築紛争の予防と調整について

○「福岡市建築紛争の予防と調整に関する条例」について 
   建築主等に標識の設置や計画概要等の事前説明等を義務づけるとともに、市による調整や
  調停委員会による調停制度を設け、建築紛争の予防や調整に努めている。 

      １ 条例の対象となる建築物 

          標識設置や事前説明が必要な建築物（中高層建築物等） 
ア 中高層建築物 高さが１０メ トルを超える建築物        ア 中高層建築物 ： 高さが１０メートルを超える建築物 

         イ ワンルーム形式集合建築物 
              ： ２以上の階数を有し、かつ、専用床面積が３５平方メートル以下の住戸の数が５以上ある集合住宅 

      ２ 調整、調停制度 
        紛争が起こった場合には、建築主等と近隣住民との話し合いにより自主的に解決して頂くことが基本 

   であるが、それだけでは解決に至らないときは、条例に基づく調整や調停制度が活用できる。 

※苦情・相談への対応について

 福岡市においては、昭和６０年代より紛争調整の専任組織をつくり、対応を行っており、現在では、「まち
なみのルールづくり支援センター」において、課長以下５名で紛争調整にあたっている。 
 苦情や相談の内容については、日影（日照障害）やプライバシー侵害とともに、最近では、風害や景観や

※苦情・相談への対応について

苦情や相談 内容 は、 影（ 照障害）や ライ シ 侵害 も 、最近 は、風害や景観や
眺望など争点が多様になってきているが、このような苦情・相談に対しては、市は事業者と住民との間に
立って、双方が少しでも譲り合うように調整を行っている。住民の居住環境に対するニーズも高度化・多様
化する一方で、事業者側は、昨今の経済情勢の中、住民要望を取り入れることが難しくなっており、全面的
な解決に至るケースは少なくなってきている。
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 なお、現時点では、マンションをはじめとする高層建築物の着工がかなり少なくなっているため、苦情相談
は減少の傾向にある。 



５．市営住宅の整備について 
＜現状＞ 

市営住宅は現在約３万２千戸を管理しているが，昭和４０年代から
５０年代にかけて大量供給した住宅の老朽化が進み一斉に更新
時期を迎えることから 管理戸数は現状にとどめ 計画的な建替時期を迎えることから，管理戸数は現状にとどめ，計画的な建替
や改善に重点的に取組んでいる。 

 
建替や改善については，平成１３年に策定した「市営住宅ストック建替 改善 ， 成 年 策定 市営住 ク
総合活用計画」に基づき，財政負担の軽減や事業の平準化を図り
ながら計画的に事業を進めている。 
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５．市営住宅の整備について 

＜ストックの状況＞ 
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築３５年以上 
 ８，０２７戸 

築４５年以上 
    ９１戸 
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５．市営住宅の整備について 

＜市営住宅ストック総合活用計画の概要＞ 

建替２００戸／年、改善３００戸／年、耐震化率９０％
を目標に整備を行う。

単位：戸 

区分 前期（18～22） 後期（23～27） 計区分 前期（ ） 後期（ ） 計

建設事業 約 1,000  約 1,000  約 2,000  
全面的改善事業 約 1,400  約 1,600  約 3,000  

計 約 2,400  約 2,600  約 5,000  
耐震化整備 約3,000（耐震化率90%） 

※ 18～22の進捗率 ： 建替実績          940戸／計画1,000戸＝94％ 
                全面的改善実績  1,218戸／計画1,400戸＝87％ 
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※ 現在、改定後五カ年を迎え、計画の見直しに着手 



５．市営住宅の整備について 

＜建替事業の苦労＞ 

   建替にあたっては，既存入居者の仮移転や戻り入居が必要となることから，入
居者へのきめ 細かな対応が必要となるため，協議や合意形成に時間を要する。 

このような入居者との協議・合意形成を経て 解体・建設工事などを行っていくこのような入居者との協議 合意形成を経て，解体 建設工事などを行っていく
ため，事業期間としては，３～４年必要となる。 
【仮移転に関する課題】 
①建替戸数 多 住宅 場合 仮移転先 確保①建替戸数の多い住宅の場合の仮移転先の確保

②高齢者の引越しに対する負担の軽減 
③学童世帯の通学する校区内での仮移転先の確保等③学童世帯の通学する校区内での仮移転先の確保等

 
【上記課題への対応】 
① 確①仮移転先として確保した市営住宅は継続的な活用を図る。

②高齢者については通院や買物に便利な場所を仮移転先として斡旋する。  
③学童世帯については 指定学校区の変更手続き等の相談とともに 民間住宅
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③学童世帯については，指定学校区の変更手続き等の相談とともに，民間住宅
の斡旋などで対応する。 



５．市営住宅の整備について 
＜建替事業の概要＞ 

建設年次が古く、住戸規模が狭小で、居住性が低下してい

型別供給

建設年次が古く、住戸規模が狭小で、居住性が低下してい
る住宅の居住環境を改善・整備する。 

別供給

高齢者対応仕様 
バリアフリーリアフリ
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５．市営住宅の整備について 
＜全面的改善（リフォーム）事業の概要＞ 

従来の躯体を残し下記の改善を行う。

1. 間取りの変更（住戸面積拡充のためトータル戸数の減） 

従来の躯体を残し下記の改善を行う。 

2. エレベーターの設置

3. 浴室や台所など水回り設備の改善 
4. その他（内装などの改修） 
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